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電波の利用状況の調査、公表制度の概要 

電波法に定める 
3,000GHz以下の周波数の 
電波の利用状況の調査 

周波数区分ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施 

電波監理審議会への諮問 

【調査する事項】 
 〇 無線局の数 
 〇 無線局の具体的な使用実態 
 〇 他の電気通信手段への 
   代替可能性 等 

 ３年を周期として、次に掲げる 
 周波数帯ごとに実施 
 ① 714MHz以下 
 ② 714MHz超3.4GHz以下 
 ③ 3.4GHz超 
   （平成24年度対象） 
    
  

調査及び評価結果の概要の公表 

例 
・現在、電波は有効に利用されて 
    いる 
・使用帯域の圧縮が適当 
・中継系の固定局は光ファイバ等へ 
    の転換が適当 

国民の意見 

例 
・新規の電波需要に迅速に対応 
 するため、 電波再配分が必要 
・既存の電波利用の維持が必要 

①調査 ②調査 ③調査 
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「平成24年度電波の利用状況調査」の概要 

（１）目    的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数帯ごと
に、おおむね３年を周期として電波の利用状況を調査、電波の有効利用の程度を評
価する。 
この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。 

（各周波数区分毎の合算値） 

（２）根拠条文：  電波法第26条の２ 

（３）調査対象：  平成24年３月１日現在において、3.4GHzを超える周波数を利用する無線局 

（４）調査対象：  無線局数  約13.9万局（平成21年度：約13.6万局） 
             免許人数  約49.9千人（平成21年度：約51.4千人） 

（５）調査事項：  免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の導入予定、
他の電気通信手段への代替可能性 等 

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析  

（６）調査方法：  全国11の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施 

 ② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入予定等を質問

し、その回答を集計・分析 

＊複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数・免許人数より多い。 

２ 

（７）意見募集：  平成25年5月11日から同月31日までの間、調査結果公表及び評価結果案の意見募集 

            （NTTドコモ、ソフトバンクグループ等５件の意見提出あり。） 



調査結果及び評価結果のポイント （3.4GHｚ超の周波数区分全体） 
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5.85GHｚ
超8.5GH
ｚ以下

8.5Hｚ超
10.25GH
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10.25GHｚ
超13.25GH
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13.25GHｚ
超21.2GHｚ
以下

21.2GHｚ
超23.6GH
ｚ以下

23.6GHｚ
超36GHｚ
以下

36GHｚ超

平成21年度 2298 10518 14821 54482 19007 21718 1695 7039 4588 136166
平成24年度 1693 18587 15254 52755 17865 22439 1300 5671 3800 139364
平成24年度の周波

数区分ごとの割合 1.2% 13.3% 10.9% 37.9% 12.8% 16.1% 0.9% 4.1% 2.7% 100.0%

合 計

３ 

(1) 3.4GHｚ超の周波数全体の無線局数は、平成21年度136，166局から平成24年度139，364局に増加（約2.3％増）しており、その利用も国際的な割当
てと整合がとれている等おおむね適切に利用されている。 

 
(2) 3.4GHｚ超の周波数帯は、船舶無線航行レーダー等に多く利用されている「8.5GHz超10.25GHｚ以下」の周波数を利用している無線局数の割合が約

40％と最も高く、その傾向は平成21年度調査時と同様である。 
 
(3) 第4世代移動通信システムの導入が今後予定されている周波数のうち、3，456-3，600MHｚについては平成24年11月30日までに6，870-7，125MHz
等への移行が完了しているが、3，400-3，456MHｚ帯については平成21年度と比較すると減少しているものの、まだ相当数の放送事業用無線局があ
るため、第4世代移動通信システムの需要動向を踏まえて最終の周波数使用期限を設定する等、第4世代移動通信システムの導入に向けた環境整
備を早急かつ着実に進めていく必要がある。 

 
(4) 地域的に見ると、北海道と沖縄の無線局数の増加傾向が大きく、これは、5GHz帯無線アクセスシステムの無線局数の増加によるものである。 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成21年度 12,574 12,389 34,883 3,296 3,134 12,180 14,894 12,020 9,318 18,785 2,693

平成24年度 14,648 10,889 34,448 3,425 2,944 12,524 14,211 12,155 10,121 19,323 4,676
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調査結果及び評価結果のポイント （3.4－4.4GHｚ帯） ４ 

当周波数帯の

合計

航空機

電波高度計

3.4GHz帯音

声

STL/TTL/T
SL

映像

STL/TTL/T
SL

（Aバンド）

実験試験局

(3.4-
4.4GHz)

放送監視制御

（Sバンド）

4GHz帯電気

通信業務用固

定

無線システム

その他

平成21年度 2,298 1,187 305 267 244 182 94 19
平成24年度 1,693 1,101 283 52 75 148 17 17
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、航空機電波高度計や音声STL/TTL/TSL、放送監視制御等放送事業用無線局等で主に利用されている。 

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度2，298局から平成24年度1，693局へ減少（約26％減） 

 ・ 周波数割当計画において周波数の使用期限が平成24年11月30日までとされている映像STL/TTL/TSLは、調査時では52局残っていたが、同使用期限まで

に移行が完了している。 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、航空機電波高度計、放送事業用無線局等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。 
 
 ・ 第4世代移動通信システム用候補周波数として、追加分配が検討される見通しである3.6-4.2GHｚ帯については、使用期限である平成24年11月30日までに

電気通信業務用固定局の光ファイバ等への移行が完了しているが、既に特定されている3.4-3.6GHｚ帯のうち3，400-3，456MHｚ帯については、周波数再編
アクションプラン（平成24年10月改定版）において最長で平成34年11月30日までに周波数移行することとしているが、放送事業用無線局がまだ相当数残っ
ているため、第4世代移動通信システムの需要動向を踏まえて最終の周波数使用期限を設定する等第4世代移動通信システムの導入に向けた環境整備を
早急かつ着実に進めていく必要がある。 

 
 ・ 映像STL/TTL /TSL（Aバンド）の無線局数の減少は第4世代移動通信システムの導入のため6，870-7，125MHz等の周波数帯への移行により、実験試験

局（3.4-4.4GHz）の無線局数の減少はUWB無線システム等の実験終了によるものである。 



調査結果及び評価結果のポイント （4.4－5.85GHｚ帯） ５ 

当周波数帯の

合計

5GHz帯
アマチュア

5GHz帯無線

アクセスシステ

ム
(4.9-5.0GHz)
（登録局）

DSRC
（狭域通信）

5GHz帯無線

アクセスシステ

ム
(5.03-

5.091GHz)
(登録局)

実験試験局

（4.4-5.85GHz）

5GHz帯
無線アクセス

システム

（4.9-5.0GHz）

その他

平成21年度 10,518 2,782 2,570 2,375 1,539 897 232 123

平成24年度 18,587 2,643 8,315 4,175 2,821 525 0 108
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、５GHｚ帯無線アクセスシステム、DSRC（狭域通信）、５GHｚ帯アマチュア等で主に利用されている。 
 
 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度10，518局から平成24年度18，587局へ増加（約77％増）。 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、５GHｚ帯無線アクセスシステム、DSRC等で利用されており、これは国際的な周波数割当てともおおむね整合がとれ、適切に利用されてい
る。なお、5.03-5.091GHｚ帯については、世界的にMLS（マイクロ波着陸システム）用に分配されているが、我が国ではMLSの導入の予定が当面ないことか
ら、５GHｚ帯無線アクセスシステム用として平成29年11月30日までに限り使用することを可能としている。 

 
 ・ 4.4-4.9GHz帯については、 WRC-15において第4世代移動通信システム用候補周波数帯として追加分配が検討される見込みの周波数帯であり、国際協

調を図りつつ検討を行っていく必要がある。  
 
 ・ 5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz及び5.03-5.091GHz）の無線局数の増加は公衆無線LAN基地局のエントランス回線等の利用の増加により、

DSRC（狭域通信）の無線局数の増加はETC、ITSスポット等の利用の増加によるものである。 
 
 ・ ５GHｚ帯を利用する免許不要の小電力データ通信システム（出荷台数：H21年度約830万台→H24年度約4，900万台（約5倍増））の需要が今後も増加する

と考えられることから、5，250-5，350MHｚ帯を利用している５GHｚ帯気象レーダー/５GHｚ帯空港気象レーダーを5，327.5-5，372.5MHｚ帯又は９GHｚ帯への
周波数移行を着実に進めていくことが必要である。 



調査結果及び評価結果のポイント （5.85－8.5GHｚ帯） ６ 

当周波数帯の

合計

映像FPU
（Dバンド）

6.5GHz帯電

通・

公共・一般業

務

（中継系・

エントランス）

7.5GHz帯電

通・

公共・一般業

務

（中継系・
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映像FPU
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映像
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（Dバンド）

映像FPU
（Bバンド）

その他

平成21年度 14,821 3,656 3,448 2,960 2,828 620 369 940

平成24年度 15,254 3,577 3,517 3,110 2,821 809 379 1,041
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、映像FPU、電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）等で主に利用されている。 

 

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度14，821局から平成24年度15，254局へ増加（約３％増） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、映像FPU、電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 等で利用されており、デジタル技術等の周波数有効利用技術の導入率も高く、国際
的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。 

 
 ・ 放送事業用無線局が利用しているBバンド、Cバンド及びDバンドについて、平成24年7月25日以降、電気通信業務用固定無線システムにも使用可能となっ

たこと及び第4世代移動通信システムの導入に伴う3.4GHｚ帯放送事業用無線局の周波数移行の受入れ先として今後も無線局の増加が見込まれることから、
既存無線局の周波数利用効率を更に高めていく必要がある。   



調査結果及び評価結果のポイント （8.5－10.25GHｚ帯） ７ 

当周波数帯の

合計

船舶航行用

レーダー
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救助用レー

ダー

トランスポン

ダ）

10.125GHz帯
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航空機用気象

レーダー

実験試験局

（8.5-
10.25GHz）

沿岸監視

レーダー
その他

平成21年度 54,482 44,251 6,611 2,076 1,098 290 118 38

平成24年度 52,755 43,228 5,967 1,973 992 399 119 77
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、船舶航行用レーダー、SART（捜索救助用レーダートランスポンダ）等で主に利用されている。 

 

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度54，482局から平成24年度52，755局へ減少（約３％減） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、船舶航行用レーダー、SART等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。  
 
 
 ・ 船舶航行用レーダー及びSARTについては「海上における人命の安全のための国際条約」（SOLAS条約）において、航空機用気象レーダーについては「国

際民間航空条約」（ICAO条約）においてそれぞれその搭載が義務付けられてており、今後も一定の需要が見込まれる。 



調査結果及び評価結果のポイント （10.25－13.25GHｚ帯） ８ 

当周波数帯の

合計

11GHz帯
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平成21年度 19,005 8,981 2,586 1,886 1,639 1,602 1,562 749

平成24年度 17,865 8,151 2,458 1,787 1,564 1,516 1,692 697
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、11GHｚ帯電気通信業務（中継系・エントランス）、映像FPU等で主に利用されている。 

  

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度19，007局から平成24年度17，865局へ減少（約６％減） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、電気通信業務（中継系・エントランス）、映像FPU等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されてい
る。  

 
 ・ １１GHｚ帯電気通信業務（中継系・エントランス）については、光ファイバの普及等に伴い、減少傾向にあり、15GHｚ、18GHz及び22GHｚ帯の電気通信業務

用固定局とともに、高速伝送に対する需要に対応した技術的条件の見直しを図ることが適当。 



調査結果及び評価結果のポイント （13.25－21.2GHｚ帯） ９ 

当周波数帯の

合計

衛星アップリン

ク
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平成21年度 21,715 8,695 4,500 3,823 3,621 399 221 456

平成24年度 22,439 11,794 5,042 3,809 138 747 457 452
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、衛星アップリンク、１８GHｚ帯電気通信業務（エントランス）等で主に利用されている。 

 

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度21，718局から平成24年度22，439局へ増加（約３％増） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、衛星アップリンク、電気通信業務（エントランス）等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。  
 
 ・ 15GHｚ帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び18GHｚ帯電気通信業務（エントランス）については、11GHz帯及び22GHz帯の電気通信業務用固定局と

ともに、高速伝送に対する需要に対応した技術的条件の見直しを図ることが適当。 
  
 ・ 衛星アップリンク（Kuバンド）の無線局数の増加は、小型で可搬性に優れたVSAT地球局の増加によるものである。 
 
 ・ 移動衛星サービスリンクのアップリンク（K uバンド）の無線局数の減少は、オムニトラックスが平成23年3月にサービス停止したことによるものである。 



当周波数帯の

合計

22GHz帯
電気通信業務
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ン

放送事業用

（移動）

平成21年度 1,695 859 633 176 23 3 1

平成24年度 1,300 652 545 80 20 2 1
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1,800

調査結果及び評価結果のポイント （21.2－23.6GHｚ帯） １０ 

調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）、22GHｚ帯広帯域加入者無線・22GHz帯加入者系無線アクセス等で主に利用されている。 

 

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度1，695局から平成24年度1，300局へ減少（約23％減） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、電気通信業務（中継系・エントランス）、広帯域加入者無線・加入者系無線アクセス等で利用されており、デジタル技術等の周波数有効利用
技術の導入率が高く、国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。  

 
 ・ 22GHｚ帯広帯域加入者系無線アクセスについては、光ファイバの普及等に伴い、減少傾向にあり、高速伝送に対する需要に対応した技術的条件の見直し

を図ることが適当。 
 
 ・ 22GHｚ帯電気通信業務（中継系・エントランス）については、光ファイバの普及等に伴い、減少傾向にあり、11GHz帯、15GHｚ帯及び18GHｚ帯の電気通信業

務用固定局とともに、高速伝送に対する需要に対応した技術的条件の見直しを図ることが適当。 



調査結果及び評価結果のポイント （23.6 －36GHｚ帯） １１ 

当周波数帯の

合計

26GHz帯加入

者

系無線アクセ

ス

システム

24GHz帯
アマチュア

速度測定用等

レーダー

実験試験局

（23.6-36 GHz）

衛星アップリン

ク

（Kaバンド）

（27.0-27.5GHz
）

空港面探知

レーダー
その他

平成21年度 7,039 5,595 971 286 121 57 8 1

平成24年度 5,671 4,103 966 327 220 2 9 44

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、26GHｚ帯加入者系無線アクセスシステム、24GHｚ帯アマチュア等で主に利用されている。 

  

 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度7，039局から平成24年度5，671局へ減少（約19％減） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、加入者系無線アクセスシステム、アマチュア等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、適切に利用されている。  
 
 ・ 26GHｚ帯加入者系無線アクセスシステムについては、光ファイバの普及等に伴い、減少傾向にあり、高速伝送に対する需要に対応した技術的条件の見直

しを図ることが適当。 
 
 ・ 平成22年4月に制度整備が行われたUWBレーダーシステム（平成23年度の出荷台数は85。免許不要局。）については、22-24.25GHｚ帯の使用は平成28年

12月31日までとされており、24.25-29GHｚ帯の使用はUWBレーダーシステムの許容普及率が７％以下という前提で他システムと共用可能としていることから、
今後も出荷台数を継続的に把握していく必要があるとともに、UWBレーダーシステムは平成24年12月に制度化された79GHｚ帯高分解能レーダーシステムに
移行することが想定されることから、同システムと併せて出荷台数を把握していく必要がある。 



調査結果及び評価結果のポイント （36GHｚ超） １２ 

当周波数帯の

合計

50GHz帯
簡易無線

47GHz帯
アマチュア

40GHz帯
駅ホーム

画像伝送

40GHz帯公共・

一般業務

（中継系）

40GHz帯
画像伝送

（公共業務用）

77.75GHz帯
アマチュア

その他

平成21年度 4,588 2,760 551 504 189 156 138 290

平成24年度 3,800 1,898 587 504 155 155 189 312
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調査結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、50GHｚ帯簡易無線、47GHｚ帯アマチュア等で主に利用されている。  
 
 ・ 本周波数帯の無線局数は、平成21年度4，588局から平成24年度3，800局へ減少（約17％減） 

評価結果のポイント 

 ・ 本周波数帯は、簡易無線、アマチュア、ホーム画像伝送等で利用されており、これは国際的な周波数割当てとも整合がとれ、おおむね適切に利用されて
いる。  

 
 ・ 40GHｚ帯PHSエントランスについては、その無線局数が平成21年調査時に引き続き0局となっており、今後の新たな需要も見込めないことから、廃止するこ

とが適当であり、同システムの周波数についてはミリ波帯列車、航空無線システム等新たなシステムのための周波数として留保することが適当である。 
 
 ・ 79GHｚ帯高分解能レーダーシステム（免許不要局）については、UWBレーダーシステムと併せて出荷台数を把握していくとともに、使用可能周波数帯を３

GHｚ幅（78-81GHz）から4GHz幅（77-81GHz）に拡張するため、77.5-78GHｚ帯が無線標定業務に国際分配されるようWRC-15 に向けて取り組んでいく必要
がある。  

 
 ・ 50GHz帯簡易無線の無線局数の減少は、光ファイバ等への移行によるものである。 



「平成24年度電波の利用状況調査」の対象周波数帯の使用状況 ① 

平成24年12月現在 

アマ 
チュア 

無線アクセス 

自動着陸誘導システム（MLS） 

航空無線航行 
（電波高度計等） 無線LAN 各種レーダー 電通業務（固定） 放送事業 

（固定・移動） 
固定衛星↓ 
プランバンド 

電通業務（固定衛星↑） 

無線LAN 
産業科学 
医療用 
（ISM） 

DSRC 
等 

気象 
レーダー 

4400 

3600 

4200 

4500 

4800 
4900 

5000 

5150 

5350 

5850 
5925 

6425 

5030 

5091 

5250 

5470 

5725 
5770 

5850 
5875 

6485 

5650 

宇宙研究↓ 

7375 

6725 

7250 

6870 

7125 

7900 

8025 

8400 

8500 

放送事業 
（固定・移動） 

公共・一般行有無・ 
放送業務（固定） 公共・一般業務・放送事業（固定） 地球探査衛星↓ 各種レーダー 

固定衛星↑ 
プランバンド 

各種レーダー 航空無線 
航行（PAR） 

電通・公共業務 
（固定衛星↑／移動衛星↑） 

電通・公共業務 
（固定衛星↓・移動衛星↓） 

7025 

9000 

9200 

6570 
[MHz] 

10000 
[MHz] 

3400 

6570 

放送事業 
（固定・移動） 

電通業務（固定衛星↓） 

3456 

IMTバンド 
（第4世代 
移動通信 
システム） 

5372.5 

放送事業 
（固定・移動） 

１３ 



「平成24年度電波の利用状況調査」の対象周波数帯の使用状況 ② 
平成24年12月現在 

公共業務（移動）［4］ 

10.55 
10.5 

10.25 

10.45 

10.68 
10.7 

11.7 

12.2 

12.75 

12.95 

電通業務 
（固定衛星↓） 電通業務（固定・移動） 各種 

レーダー 各種レーダー BS放送↓ 放送事業 
（固定・移動） 電通業務（固定・移動） 

アマ 
チュア CS放送↓ 

BS・CS 
フィーダリンク↑ 

電通業務 
（固定衛星↑） 

各種レーダー 

固定衛星↑ 
電波天文 アマチュア 

公共・一般業務（固定） 

13.25 

12.5 

14.4 

14.7 

14.9 

13.9 

14.5 

14.0 

13.75 

各種レーダー 電気通信業務等 
（固定衛星↓） 

電波 
天文 

各種 
レーダー 

加入者系無線 
アクセスシステム 電気通信業務等（固定衛星↑） 

電波 
天文 

衛星間 
通信 衛星間通信 BSフィーダリンク↑ 電波天文 

公共業務（移動） 

無線アクセスシステム・電通業務（固定） 

CATV番組 
中継（移動） 

衛星放送↓ 
無線アクセスシステム 

17.3 

15.4 

18.72 

15.35 

17.7 

19.22 

19.7 

21.2 
21.4 

22.4 

22.0 

22.6 

22.21 

22.5 

23.0 
23.2 

23.55 
23.6 

24.0 
24.05 

24.75 

25.25 

27.0 

27.5 

各種 
レーダー 

電波 
天文 

公共業務 
（移動） 

放送 
事業 

（移動） 

画像・データ伝送 
（特定小電力） 

電波 
天文 

電波 
天文 

電波 
天文 

電波天文 電波天文 電波天文 

アマチュア アマチュア 

電通・公共・一般業務 
（固定・移動） 

簡易無線 アマチュア 

放送事業 
（移動） 

公共・一般業務（固定） 
公共・一般業務（移動） 

31.5 
31.3 

36.0 

33.4 

37.5 
38.0 
38.5 

39.5 
41.0 

42.0 
42.5 

45.2 

43.5 

47.0 
47.2 

54.25 

50.4 

51.2 

55.78 

57.0 

79.0 

66.0 

94.1 

116 

76.0 

78.0 

94.0 

77.5 

164 

130 

185 

134 

158.5 

182 

136 

275 

200 

231.5 
241 

250 
248 

39.0 

167 

自動車レーダー（特定小電力） 

15.25 
[GHz] 

31 
[GHz] 

3000 
[GHz] 

10 

15.25 

31 無線アクセスシステム 

エントランス回線 
（固定） 

広帯域移動アクセスシステム 

77.0 

CATV番組中継 
（固定・移動） 

アマチュア 

60.0 

61.0 

放送事業（固定・移動） 

71.0 

86.0 
81.0 

電通・公共・一般業務 
（固定・移動） 

59.0 
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                                     資料２  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２５年６月１２日 

 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（平成２５年６月１２日 諮問第１６号） 

 

［３－５０ＭＨｚ帯を使用する海洋レーダーの実用化に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （成田課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信課 

                         （保坂課長補佐、山下） 

                         電話：０３－５２５３－５９０１ 
 



 

諮問第１６号説明資料 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーの実用化） 

 

１ 諮問の概要 

海洋レーダーは、陸上から海上に向けて電波を発射し、波浪によるエコー（海

面の波による凹凸に共鳴して散乱する反射波）から、海流（流向、流速）等を測

定するものである。海流等の測定には 3-50MHz 帯の周波数が適しており、一般的

にその測定が長距離（100km 程度）では 4～16MHz 帯、中距離（50km 程度）では 24MHz

～30MHz 帯、短距離（10km 程度）では 40MHz 帯の周波数が利用されている。 

我が国では、昭和 63 年（1988 年）に独立行政法人情報通信研究機構が 3-50MHz

帯を使用する海洋レーダーの実験試験局を開設し、海流等の観測や海洋漂流物等

の追跡・探査に関する研究を開始し、現在までに、国土交通省、海上保安庁、大

学などが、全国数十カ所で海洋レーダーの実験試験局を開設している。 

また、平成 24 年 1 月から 2月に開催された「2012 年世界無線通信会議（WRC-12）」

で短波帯等に無線標定業務が新たに分配されるとともに、当該無線標定業務の局

の技術基準等が決議され、3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーの実運用が可能とな

った。 

これにより、今後、3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーによる海流等の観測や海

洋漂流物等の追跡・探査のための観測を幅広く行うことができることとなり、気

象海象情報の観測への応用や船舶の安全な航行への貢献が期待される。 

このような背景を踏まえ、平成 24 年 12 月、情報通信審議会から海上無線通信

設備の技術的条件のうち 3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーの技術的条件につい

て一部答申を得たところである。 

この一部答申を踏まえ、我が国において 3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーの

実用化を図るため、今回、無線設備規則の一部改正を行うものである（「別添」参

照）。なお、本年５月１日から同月３０日まで本件改正案について意見募集を行っ

たところ、意見の提出はなかった。 

 

２ 諮問省令案の概要 

無線設備規則の一部改正 

・3-50MHz 帯を使用する海洋レーダーの技術基準に係る規定を整備すること（第

４９条の４の２等関係）。 

 

３ 施行時期 

答申を受けた場合は、速やかに無線設備規則等を改正予定。 

1



陸上 海

3-50MHz帯を使用する海洋レーダーの実用化

省 令 等 改 正 内 容

無線設備規則 • 3‐50MHz帯を使用する海洋レーダーの技術基準に係る規定の整備（第４
９条の４の２等関係）。

＜主な省令改正事項＞

別添

【改正の概要】

○ 海洋レーダーは、陸上から海上に向けて電波を発射し、波浪によるエコー（海面の波
による凹凸に共鳴して散乱する反射波）から、海流（流向、流速）等を測定するもので
ある。

○ 我が国では、これまで、国土交通省、NICT、大学などが海流等の観測に適している
3-50MHz帯を使用する海洋レーダーの実験試験局を開設し、海流等の観測や海洋
漂流物等の追跡・探査に関する研究を行っているが、平成24年１月から２月に開催さ
れた「2012年世界無線通信会議（WRC-12）」で短波帯等に無線標定業務が新たに分
配されるとともに、当該無線標定業務の局の技術基準等が決議され、3-50MHz帯を
使用する海洋レーダーの実運用が可能となり、今後、気象海象情報の観測への応
用や船舶の安全な航行への貢献が期待される。

○ 本件は、3-50MHz帯を使用する海洋レーダーの実用化を図るため、無線設備規則の
一部改正を行うものである。

・占有周波数帯幅の許容値
・変調方式は、周波数変調であり、連続波方式（間欠的連
続波方式を含む）により送信するものであること。国際
モールス符号の送信を行う場合は振幅変調であること。

・等価等方輻射電力は25dBWを超えないものであること。

・送信空中線は、原則として、指向特性を有するもので
あること。

周波数
占有周波数帯幅

の許容値
4 438 kHz～ 4 488 kHz 50 kHz
5 250 kHz～ 5 275 kHz 25 kHz
9 305 kHz～ 9 355 kHz 50 kHz

13 450 kHz～13 550 kHz 100 kHz
16 100 kHz～16 200 kHz 100 kHz
24 450 kHz～24 600 kHz 150 kHz
26 200 kHz～26 350 kHz 150 kHz
39 500 kHz～40 000 kHz 500 kHz
41 750 kHz～42 750 kHz 350 kHz

・国際モールス符号により海洋レーダーの識別信号を送
受信する機能を有するものであること。

3-50MHz帯を使用する海洋レーダーのイメージ

技術基準の概要

2



                                     資料３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２５年６月１２日 

 

 

 

日本放送協会の外国人向け協会国際衛星放送の業務の廃止の認可について 

（平成２５年６月１２日 諮問第１７号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （成田課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局衛星・地域放送課国際放送推進室 

                         （長谷川課長補佐、岡田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９８ 

 



 

 

日本放送協会の外国人向け協会国際衛星放送の業務の廃止の認可について 

 

 
１．申請の概要 

 日本放送協会（会長：松本 正之。以下「協会」という。）から放送法（昭和２５年法

律第１３２号。以下「法」という。）第８６条第１項の規定に基づき、以下のとおり、協

会国際衛星放送の業務の廃止の認可申請があった。 

 

１ 廃止しようとする協会国際衛星放送の業務 

協会国際衛星放送の種類 
テレビジョン放送 

（外国人向け協会国際衛星放送) 

協会国際衛星放送の業務に用いられ

る外国の放送局を運用する者の氏名

又は名称 

メガメディア・インドネシア 

（Mega Media Indonesia）社 

協会国際衛星放送の業務に用いられ

る人工衛星の放送局に係る人工衛星

の軌道又は位置 

東経１１３° 

（パラパＤ（Palapa D）） 

協会国際衛星放送に係る周波数 １２，５９０MHz 

 

（参考） 

・放送事項：報道（ニュース、ニュース解説など報道を目的とする放送番組）、インフォメー

ション（国際親善、国情紹介及び経済交流を目的とする放送番組） 

・放送区域：インドネシア 

・視聴可能世帯数：７,８３８世帯（平成２５年３月末現在） 

・業務開始日：平成２４年２月１日 

 

２ 廃止を必要とする理由 

協会は、平成２４年２月１日から、メガメディア・インドネシア社が運用するインド

サット（Indosat）社のパラパＤ衛星を用いて、テレビジョン放送による外国人向け協

会国際衛星放送（以下「ＮＨＫワールドＴＶ」という。）を実施している。受信可能世

帯数は本年３月末時点で７,８３８世帯である。 

本年５月１３日、メガメディア・インドネシア社から、協会に対し、チャンネルライ

ンナップの変更に伴い、ＮＨＫワールドＴＶを含む複数のチャンネルを、日本時間７月

１日をもって打ち切ることになった旨、通知があった。 

協会は、当該通知を受け、同社との交渉を重ねてきたが、協会は費用負担していない

こと、同社は既に新チャンネルの放送開始の方針を固めており、その方針は覆らないこ

となどに鑑み、放送継続が困難と判断されることから、申出どおりの日付をもって本業

務を廃止しようとするものである。 

なお、協会は、インドネシアにおいて、同社以外に衛星事業者２社（インドサット社
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及びトパスＴＶ（TopasTV）社）を通じてＮＨＫワールドＴＶの放送を実施するなどし

ており、合わせて約３６０万世帯においてＮＨＫワールドＴＶが視聴可能である。 

また、協会は、メガメディア・インドネシア社を通じてＮＨＫワールドＴＶを視聴し

ている受信者に対して、廃止のスケジュールや今後のＮＨＫワールドＴＶの視聴方法な

ど必要な情報をＮＨＫワールドＴＶの放送番組等を通じ周知させる予定である。 

 

３ 廃止しようとする時期 

平成２５年７月１日 
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２．審査の結果 

 

審査の結果は次のとおりであり、本件は申請のとおり認可することが適当であると認め

られる。 

 

⑴ 廃止により、必須業務を毀損しないこと 

協会は、放送法第２０条第１項第５号の規定により、必須業務として協会国際衛星

放送を実施することと定められている。 

今回申請に係る協会国際衛星放送の業務の廃止により、ＮＨＫワールドＴＶが視聴

できなくなる放送区域については、基幹衛星であるＩＳ－１９の放送区域に含まれて

いる。 

また、当該協会国際衛星放送の受信可能世帯数は7,838世帯であり、ＮＨＫワール

ドＴＶの受信可能世帯数（約1億6,000万世帯）に占める割合は、僅少である。 

以上のことから必須業務を毀損するものではないと認められる。 

 

⑵ 廃止により、要請放送の実施に支障が生じないこと 

協会は、放送法第６５条第１項の規定により、要請放送を実施することが定められ

ている。 

今回申請に係る協会国際衛星放送の業務の廃止により、ＮＨＫワールドＴＶが視聴

できなくなる放送区域については、基幹衛星であるＩＳ－１９の放送区域に含まれて

おり、要請区域の変更が必要になるものではない。 

また、当該協会国際衛星放送の受信可能世帯数は7,838世帯であり、ＮＨＫワール

ドＴＶの受信可能世帯数（約1億6,000万世帯）に占める割合は、僅少である。 

以上のことから要請放送の確実な実施に支障をきたすものではないと認められる。 

 

⑶ 廃止の理由がやむを得ないものであること 

協会国際衛星放送の実施手段は海外の衛星を運用する民間事業者との交渉及び契約

により市場から調達することによっている。 

今回申請に係る協会国際衛星放送の業務の廃止は、当該放送に使用される外国の放

送局の運用する者（メガメディア・インドネシア社）の経営上の理由（チャンネルラ

インナップの見直し）によるものであり、契約の相手方である当該事業者の事情によ

るものである。 

協会は、当該事業者の方針に対し、引き続き当該協会国際衛星放送を実施できるよ

う交渉を行ったが、その方針は覆らなかったため、放送継続が困難と判断し、本業務

を廃止するものである。 

なお、当該事業者と協会の契約は、無償契約であり、衛星の借用料等の経費は発生

していない。 

以上のことから、本件に係る協会の認可申請はやむを得ないものと認められる。 
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（参照条文） 
○ 放送法（昭和２５年法律第１３２号） 

 

（定義） 

第２条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。 
一～四 （略） 

五 「国際放送」とは、外国において受信されることを目的とする放送であつて、中継国際放送

及び協会国際衛星放送以外のものをいう。 

六 「邦人向け国際放送」とは、国際放送のうち、邦人向けの放送番組の放送をするものをいう。 

七 「外国人向け国際放送」とは、国際放送のうち、外国人向けの放送番組の放送をするものを

いう。 

八 「中継国際放送」とは、外国放送事業者（外国において放送事業を行う者をいう。以下同じ。）

により外国において受信されることを目的として国内の放送局を用いて行われる放送をいう。 

九 「協会国際衛星放送」とは、日本放送協会（以下「協会」という。）により外国において受

信されることを目的として基幹放送局（基幹放送をする無線局をいう。以下同じ。）又は外国

の放送局を用いて行われる放送（人工衛星の放送局を用いて行われるものに限る。）をいう。 

十 「邦人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、邦人向けの放送番組の放送

をするものをいう。 

十一 「外国人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、外国人向けの放送番組

の放送をするものをいう。 

十二～二十九 （略） 

 
（業務） 

第２０条 協会は、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行う。  
一 次に掲げる放送による国内基幹放送（特定地上基幹放送局を用いて行われるものに限る。）

を行うこと。 

イ 中波放送 
ロ 超短波放送 
ハ テレビジョン放送 

二 テレビジョン放送による国内基幹放送（電波法の規定により協会以外の者が受けた免許に係

る基幹放送局を用いて行われる衛星基幹放送に限る。）を行うこと。  

三 放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究を行うこと。  

四 邦人向け国際放送及び外国人向け国際放送を行うこと。  

五 邦人向け協会国際衛星放送及び外国人向け協会国際衛星放送を行うこと。 

２～１１ （略） 
 
（協会国際衛星放送の実施）  

第２５条 協会は、外国の放送局を用いて協会国際衛星放送を開始したときは、遅滞なく、放送区

域、放送事項その他総務省令で定める事項を総務大臣に届け出なければならない。これらの事項

を変更したときも、同様とする。 
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（国際放送の実施の要請等）  

第６５条 総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送事項（邦人の生命、身体及び財産の保護に係

る事項、国の重要な政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事項その他の国の

重要事項に係るものに限る。）その他必要な事項を指定して国際放送又は協会国際衛星放送を行

うことを要請することができる。  

２ 総務大臣は、前項の要請をする場合には、協会の放送番組の編集の自由に配慮しなければなら

ない。 

３ 協会は、総務大臣から第１項の要請があつたときは、これに応じるよう努めるものとする。 

４・５ （略） 

 

（放送の休止及び廃止）  
第８６条 協会は、総務大臣の認可を受けなければ、その基幹放送局若しくはその放送の業務を廃

止し、又はその放送を１２時間以上（協会国際衛星放送にあつては、２４時間以上）休止するこ

とができない。ただし、不可抗力による場合は、この限りでない。  
２ 協会は、その放送を休止したときは、前項の認可を受けた場合又は第１１３条の規定により報

告をすべき場合を除き、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならない。 
３ （略） 
 

（電波監理審議会への諮問）  
第１７７条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。  
一 （略） 
二 第１８条第２項（定款変更の認可）、第２０条第８項（第６５条第５項において準用する場

合を含む。）（中継国際放送の協定の認可）、第２０条第９項（提供基準の認可）、同条第十項（任

意的業務の認可）、第２２条（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等への出資の認可）、第６４

条第２項及び第３項（受信料免除の基準及び受信契約条項の認可）、第６５条第１項（国際放

送等の実施の要請）、第６６条第１項（放送に関する研究の実施命令）、第７１条第１項（収支

予算等の認可）、第８５条第１項（放送設備の譲渡等の認可）、第８６条第１項（放送の廃止又

は休止の認可）、第８９条第１項（放送の廃止又は休止の認可）、第９３条第１項（基幹放送

の業務の認定）、第９６条第１項（地上基幹放送の業務の場合に限る。）（認定の更新）、第９７

条第１項本文（基幹放送の放送事項又は基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の変更の許

可）、第１２０条（放送局設備供給役務の提供条件の変更命令）、第１４１条（受信障害区域に

おける再放送の業務の方法に関する改善の命令）、第１５６条第１項、第２項若しくは第四項

（有料基幹放送契約約款の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料放送管理事業者の業務

の方法の改善の命令）、第１５９条第１項（認定放送持株会社に関する認定）又は第１６７条

第１項（センターの指定）の規定による処分 
三～五 （略） 

２ （略） 
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○ 放送法施行規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１０号） 

 
（協会国際衛星放送の開始の届出）  

第１６条 法第２５条の総務省令で定める事項は、次のとおりとする。  
一 協会国際衛星放送の種類  
二 協会国際衛星放送の業務に用いられる外国の放送局を運用する者の氏名又は名称  
三 協会国際衛星放送の業務に用いられる人工衛星の放送局に係る人工衛星の軌道又は位置  
四 協会国際衛星放送に係る周波数  
五 業務開始の期日  

２ 法第２５条の規定による届出をしようとする場合は、別表第１号の様式の届出書により行うも

のとする。  
３ 法第２５条の規定による届出は、協会国際衛星放送の種類ごと、協会国際衛星放送に係る人工

衛星の軌道又は位置ごと、かつ、周波数の一ごと（一の周波数を使用して二以上の放送番組を放

送をする場合にあつては、放送をする放送番組の一ごと）に行わなければならない。  
 

（放送の廃止及び休止の認可申請等）  
第５８条 法第８６条第１項及び第８９条第１項の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲

げる事項を記載した書類を添えて、所轄総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。以下同じ。）

を経て（協会国際衛星放送の業務又は衛星基幹放送の業務の場合にあつては、直接）総務大臣に

提出するものとする。  
一 廃止又は休止しようとする基幹放送局又は協会若しくは放送大学学園法 （平成１４年法律

第１５６号）第３条に規定する放送大学学園（以下「学園」という。）の放送の業務  
二 廃止又は休止しようとする理由  
三 廃止若しくは休止しようとする時期又は休止しようとする期間  

２ 協会及び学園は、廃止又は休止の認可を受けたときは、遅滞なくその旨を放送によつて告知す

るものとする。 
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テレビ国際放送の概要 ※平成25年3月末現在 

＜外国人向け＞「ＮＨＫワールドＴＶ」（英語） 

直径２．５～６メートルのアンテナで受信可能（主に事業者向け） 
それぞれの地域の実情に即した受信方法で受信可能（主に一般家庭向け） 
主にホテルにて視聴可能 

 
■ 日本やアジア、世界の最新情報と多彩な番組を、英語により１日約２３．５時間（株式会社日本国際放送の独自放送を含
めて２４時間）、世界に向けて発信 

■ 放送衛星やケーブル局などを通じて約１３０の国・地域、約1億６０００万世帯で視聴可能 
■ 使用衛星数：２４基 

テレビ国際放送（NHKワールドTV） 

EutelSat Hot Bird 13A 
EutelSat  28A  
Astra 1KR 
Hispasat 1E 

IS-12 
Insat 4B 

IS-21 IS-20 IS-19 

IS-18 

AsiaSat 3S 
AMC 4 

Palapa-D 
Vinasat 1 
NSS-11 

Optus-D2 

Amos2  
Badr-4 
Turksat2A 

EutelSat 36B Koreasat6 

Asiasat5 

Astra 4A 

Apstar-7 

7
 


	資料１－①（諮問第１５号）
	資料１－②
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15

	資料２（諮問第１６号）
	【審議会資料】9030　会長会見資料の表紙フォーマット 衛移課 (130607)
	【審議会資料】諮問第１６号説明資料_海洋レーダー rev4(130607)＜ページ番号削除
	【審議会資料】諮問第１６号説明資料_海洋レーダー ポンチ絵 rev5(130610)＜ページ番号削除

	資料３－①（諮問第１７号）
	資料３－②
	資料３－③
	資料３－④
	スライド番号 1




